


 

３ 本県の状況 

 （１）家きんについて  

本県では、国が示す特定家畜伝染病防疫指針に基づき、鶏・キジについては定点モニタ

リング並びに強化モニタリング検査を行っており、平成２６年１２月末現在では、延べ

165 戸 1,650 検体を検査していますが、高病原性及び低病原性鳥インフルエンザの感染は

確認していません。 

※定点モニタリング：感染リスクの比較的高いとされる開放鶏舎等から 15 戸を対象に、通年毎

月 1回の抗体検査を実施。 

 強化モニタリング：県内 30 戸で感染リスクの高くなる時期(10 月から 3 月)に抗体検査を実

施。 

また、宮崎県、山口県、岡山県、佐賀県での発生事例を受け、県内全ての養鶏農家並

びに関係機関・関係団体あてに一報を入れるとともに、飼養衛生管理基準等の徹底につ

いても改めて周知しました。また、養鶏農家には、現状での異常鶏の有無についても合

わせて聞き取り調査を実施し、１３２農家全てで異常がないことを確認しています。   

 

（２）野鳥について 

松阪市の五主池で、野鳥における高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況調査（糞

便、平成２６年１０月に 9検体、今後２月及び４月に予定）及び死亡野鳥の鳥インフル

エンザに係る簡易検査（平成２６年１１月以降 18 検体）を実施していますが、高病原性

及び低病原性鳥インフルエンザウイルスは確認されていません。 

なお、国内においては複数箇所で発生が確認されたため【表２】、本県においては、「死

亡野鳥等における高病原性鳥インフルエンザに係る対応マニュアル」に基づき、１１月

２１日に死亡野鳥の対応レベルを「２」から最高レベルの「３」に引き上げ、野鳥の監

視強化を図っています。 

※対応レベル３：同一場所における死亡野鳥（マガモ等）等調査対象羽数を 

3 羽以上から 1羽以上に引き上げて対応。 

 

【表２】（参考）国内の今シーズンの野鳥での発生状況                           

No 県名 場所 種名 確定日 血清亜型 

1 島根県 安来市 渡り鳥糞便 11/13 Ｈ５Ｎ８ 

２ 千葉県 長柄町 カモ類糞便 11/22 〃 

３ 鳥取県 鳥取市 カモ類糞便 11/27 〃 

４ 鹿児島県 出水市 マナヅル 11/29 〃 

５ 鹿児島県 出水市 ねぐらの水 12/6 〃 

６ 鹿児島県 出水市 ナベヅル 12/10 〃 

７ 岐阜県 可児市 オシドリ 12/20 〃 

８ 鹿児島県 出水市 ナベヅル 12/19 〃 



 

９ 鹿児島県 出水市 ナベヅル 12/30 〃 

10 鹿児島県 出水市 ナベヅル 1/7 〃 

11 鹿児島県 出水市 マガモ 1/19 〃 

 

４ 本県の今年度の取組について 

   近年、高病原性鳥インフルエンザが近隣国の中国や韓国などで多発し、平成２６年４

月、国内では約３年ぶりに熊本県で発生したこともあり、今冬、国内での高病原性鳥イ

ンフルエンザの発生が危惧されていたため、本県では４月より高病原性鳥インフルエン

ザ発生時の体制強化を図ってきました。 

   なお、１１月２５日に危機管理推進者会議、１２月１６日には危機管理責任者会議等

を開催し、本県における高病原性鳥インフルエンザ発生時の対応について、関係部局と

情報共有、連携及び協力体制の確認を既に図ってきたところです。 

（平成２６年度の取組） 

・対策検討チームを立ち上げ、各農林水産事務所における体制等の聞き取り 

・マニュアルの整備 

・高病原性鳥インフルエンザの防疫講演会、研修会、対策本部各班の勉強会等の開催 

・本庁対策本部の図上訓練の実施 

・緊急連絡体制の構築 

・部独自の情報伝達訓練の実施 

・危機管理責任者会議、危機管理推進者会議等の開催 

・岡山県の防疫対策に職員（獣医師）２名を派遣（１月１７日～１８日） 

 

５ 本県の今後の対応について 

  家きんについては、農家に対し、飼養衛生管理基準等の徹底を指導するとともに、異常

鶏の早期発見に努め、万が一異常鶏を発見した場合は早期通報するよう徹底します。また、

引き続き県内養鶏場のモニタリング検査も実施していきます。  

 野鳥については、県の「死亡野鳥等における高病原性鳥インフルエンザに係る対応マニ

ュアル」に基づき、引き続き監視を行っていきます。 

今後とも関係機関と十分連携を図りつつ、県内養鶏農家並びに関係機関、関係団体等に

情報提供と注意喚起を行います。 

 

６ 隣接県及び本県で発生した場合の対応について 

（１）家きんについて 

  隣接県で鳥インフルエンザの発生があり、搬出制限区域が三重県内に及んだときは本県

の「高病原性鳥インフルエンザ防疫対策対応マニュアル」に基づき、「三重県高病原性鳥

インフルエンザ防疫対策本部（Ｂ体制）」を立ち上げ本県に被害が発生しないよう、迅速

な対応を行います。また、本県で高病原性鳥インフルエンザが発生した場合は、「三重県

高病原性鳥インフルエンザ防疫対策本部（Ａ体制）」を立ち上げ、家畜伝染病予防法第 16

条による殺処分等防疫措置を実施し、被害の拡大防止と早期終息をはかります。【表３】 



 

【表３】 高病原性鳥インフルエンザ発生時の対策本部等設置基準 

発 生 状 況 
本庁対策 

 本部 
現地対策本部 

危機管理 

推進者会議 

現地対策

会議 

 

（１）三重県内で発生 

 

○ 

(Ａ体制) 
○ 

 

○ 

（２）隣接県で発生し、

搬出制限区域が三重

県内に及んだ時 

○ 

(Ｂ体制) 
○ 

 

○ 

（３）隣接県で発生し、

搬出制限区域が三重

県内に及ばない時 

  

○ ○ 

 

（４）上記以外で発生 

 

  

（○）  

※対策本部の本部長は知事(A 体制)又は危機管理統括監(Ｂ体制)、現地対策本部の 

本部長は危機管理地域統括監 

     ※危機管理推進者会議は、三重県危機管理計画に定める危機管理推進者を構成員 

とする会議 

※（３）の場合は全ての農林水産事務所に現地対策会議を、（１）～（２）の場合 

は現地対策本部設置以外の農林水産事務所に現地対策会議を設置する。（現地対 

策会議の設置要綱については別に定める。） 

※低病原性鳥インフルエンザ発生時の場合も高病原性鳥インフルエンザ発生時と 

同様に設置する。 

※（４）は、国内の発生状況により開催する。 

 

   殺処分等の防疫作業については、県職員（鳥インフルエンザ防疫作業従事可能者名簿登

載者）を中心として実施します。 

 

（２）野鳥について 

   野鳥に感染が確認された場合は、危機管理推進者会議等を開催し情報共有等を行うとと

もに、周辺農場に対し立入検査を実施します。 

 

 

【参考】過去の三重県における家きんでの高病原性鳥インフルエンザ発生事例 

①平成２３年２月１６日：紀宝町の約 65,000 羽飼養の肉用種養鶏場 

②平成２３年２月２６日：南伊勢町の約 240,000 羽飼養の採卵鶏養鶏場 

 


